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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第30期
第３四半期
連結累計期間

第31期
第３四半期
連結累計期間

第30期
第３四半期
連結会計期間

第31期
第３四半期
連結会計期間

第30期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 18,782,80016,583,1396,133,0035,744,81724,720,234

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
 △437,953 358,222△187,802 413,550△987,008

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）

（千円）

 △185,379 △108,682△101,082 221,130△1,245,601

純資産額（千円） － － 16,677,80115,336,82815,609,589

総資産額（千円） － － 28,230,37627,700,40827,569,643

１株当たり純資産額（円） － － 1,071.64 985.48 1,003.00

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△11.91 △6.98 △6.50 14.21 △80.04

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 59.1 55.4 56.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
4,265,160△1,029,128 － － 5,301,528

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△18,742 △53,998 － － △18,054

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,611,096276,143 － － △1,742,217

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 6,692,2727,791,2238,598,207

従業員数（人） － － 311 314 300

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第31期第３四半期連結会計期間は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。第30期及び第30期第３四半期連結累計（会計）期間並びに第31

期第３四半期連結累計期間は、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要

な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 314 (231)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を(　)内に外数で記載してお

ります。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 211 (23)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、当第３四半期会計期間の平均人員を(  )内に外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）契約実績

　当第３四半期連結会計期間における当社及び株式会社エフ・ジェー不動産販売における不動産開発事業の契約実

績は次のとおりであります。

区分

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
　　至　平成22年12月31日）

　
前年同四半期比　

（％）戸数
（戸）

金額
（千円）

ワンルームマンション 200 3,799,013 －

ファミリーマンション 7 237,822 －　

その他不動産 － 33,301 －　

合計 207 4,070,136 －　

（注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの
名称

区分

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
　　至　平成22年12月31日）

　
前年同四半期比
　（％）戸数

（戸）
金額
（千円）

不動産開発事業

ワンルームマンション 214 4,157,847 －　

ファミリーマンション 12 413,260 －　

その他 － 640,353 －　

小計 226 5,211,461 －　

不動産管理事業 － － 346,620 －　

建設事業 － － 107,075 －　

旅館事業 － － 79,660 －　

合計 － － 5,744,817 －　

（注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

    　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。　

(1) 業績の状況

　当第３四半期におけるわが国経済は、新興国経済の回復や各種の政策効果などを背景に、景気は緩やかな回復傾向

が見られたものの、円高の進行、雇用環境の悪化等により、依然として厳しい状況のうちに推移しております。

　不動産業界におきましては、住宅ローン減税や住宅版エコポイント等の住宅取得優遇政策等により、2010年12月に

おける首都圏のマンション供給戸数は、前年同月比40.8％増、前月比100.8％増の7,388戸（株式会社不動産経済研

究所調べ）となり、マンション市況は回復基調にあると考えられます。

　当社グループの主要事業領域である資産運用型分譲マンション市場におきましては、景気低迷に伴う所得環境の

悪化の影響から力強さには欠けるものの、単身者を中心とした東京圏への継続的な人口流入を背景に賃貸需要は堅

調であり、安定した収益が期待できる運用商品としての認知度の向上に低金利が後押しし、購入需要も回復傾向に

あります。

　このような経営環境のもと、当社グループは、首都圏において、資産運用として多彩なメリットを提供する「ガー

ラマンションシリーズ」の開発・販売の拡大、顧客サポート体制の充実、ブランド力の強化を図ってまいりました。

また、中古マンション売買の拡充、ファミリーマンションの開発・販売にも積極的に取り組むとともに、販売費及び

一般管理費の削減を進め、グループ企業価値の向上に全力を尽くしてまいりました。

　こうした結果、当第３四半期連結会計期間は、売上高57億44百万円（前年同四半期比6.3％減）、営業利益４億50百

万円（前年同四半期は１億62百万円の損失）、経常利益４億13百万円（前年同四半期は１億87百万円の損失）、四

半期純利益２億21百万円（前年同四半期は１億１百万円の損失）となりました。

　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

①　不動産開発事業

　不動産開発事業におきましては、自社ブランド「ガーラマンションシリーズ」を積極的に営業展開するとともに、

中古マンション94戸を販売した結果、ワンルームマンション売上高41億57百万円（214戸）、ファミリーマンション

売上高４億13百万円（12戸）、その他収入６億40百万円となり、不動産開発事業の合計売上高は52億11百万円、セグ

メント利益３億43百万円となりました。

　

②　不動産管理事業 

　不動産管理事業は、新規物件の管理受注の増加等により、売上高３億46百万円、セグメント利益１億18百万円とな

りました。

　

③　建設事業

　建設事業は、連結上売上高が消去されるグループ内請負工事以外の外部顧客からの受注が伸びず、売上高は１億７

百万円、セグメント損失１百万円となりました。

　

④　旅館事業

　旅館事業は、来客数は前年同四半期に比べ増加傾向にあり、売上高79百万円となりましたが、コストを完全に吸収

するには至らず、セグメント損失４百万円となりました。

　なお、当社グループの主力事業である不動産開発事業は、顧客への物件引渡しをもって売上が計上されます。その

ため、物件の竣工や引渡しのタイミングにより四半期ごとの業績に偏重が生じる傾向があります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べ６億32百万円増加

し、77億91百万円となりました。

　

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により獲得した資金は６億55百万円（前年同四半期は12億19百万円の収入）となりました。主な収入は、

税金等調整前四半期純利益４億13百万円、及びたな卸資産の減少額２億67百万円であり、主な支出は、法人税等の支

払額１億８百万円等であります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により支出した資金は10百万円（前年同四半期は０百万円の支出）となりました。　

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により支出した資金は12百万円（前年同四半期は16億66百万円の支出）となりました。主な収入は、事業

用地の購入資金対応のための長期借入金による収入10億75百万円であり、主な支出は、長短借入金の返済10億15百

万円、及び配当金の支払額70百万円等であります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。

　 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループの事業に重要な影響を与える要因といたしましては、法的規制、景気や金利など経済状況の変動、有

利子負債への依存、顧客への物件引渡し時期による業績の偏重、建築工事外注先の経営状態、訴訟の発生など様々な

要因が挙げられます。

　今後の見通しといたしましては、景気は底打ちし、改善に向かうものと期待されますが、雇用情勢の悪化懸念等景

気を下押しするリスクも存在し、当面は不透明な状況が続くものと予想されます。当社グループの主力事業である

都心部のワンルームマンション及びコンパクトマンション市場におきましては、単身者や少人数世帯を中心とした

都心への人口移動の継続などを背景に、賃貸、実需ともに底堅い需要が続くものと予想され、資産運用に対する社会

的関心が高まるなか、分散投資のひとつとして安定した収益を不動産に求める購入者層の一層の拡大が見込まれて

おります。

　用地仕入・開発面では、数年にわたって続いた都心部の地価上昇が、景気後退や信用収縮の影響から下落に転じて

おり、不動産・建設各社の在庫調整とも相まって、当社事業に適した物件情報の増加が期待されますが、収益性の見

極めが一層重要になると考えられます。

　当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえまして、以下のとおり考えております。

　

①　不動産開発事業

　　　当社グループの主力事業である分譲マンション事業につきましては、主に資産運用を目的として購入されること

に鑑み、開発地域については、都心部及びその周辺において安定した賃貸需要が見込める土地を厳選し、付加価値

の高い商品を継続的に供給してまいります。

　販売方法としては、コールセンター方式マーケティングを中心として、インターネット・メール等の多様な媒体

を積極的に活用し、潜在需要の掘り起こしを図ってまいります。

　また、中古マンションの需要の増加に対応し、仕入れ・販売体制を強化し、取引の拡大を図ってまいります。

　

②　不動産管理事業

　　　購入者の長期にわたるマンション経営をサポートするため、優秀な人材の育成確保と賃貸管理システムをより充

実させ、更なる賃貸管理強化を図ってまいります。また、建物の長期修繕計画の立案や的確なアドバイスを行うた

めのコンサルティング能力の向上に努め、購入者と入居者の双方に満足いただけるよう努めてまいります。

　

③　建設事業

 　　　建築物の設計、施工、請負業務を行う株式会社レジテックコーポレーションにおきましては、技術力と収益性の向

上を図り、事業基盤の確立に努めてまいります。

　

　 ④　旅館事業　

　　 　ホスピタリティ事業の一環として平成20年７月に開始した旅館事業におきましては、サービス品質の向上に努め

集客力を強化し、早期の黒字化を目指してまいります。
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(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　資金の状況につきましては、「第２　事業の状況、４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析、

(2)キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。当社グループの資金需要の主なものは不動産販売事業におけ

る用地取得費用であり、その調達手段は主として、金融機関からの借入金によっております。用地取得費用以外の運

転資金につきましては、自己資金で対応することを原則とし、金融費用を低減するよう努めております。
 

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

りますが、将来における経営環境の変化は予想の域を超えることが出来ず、正確な長期方針の立案は難しいものと

なっております。　

　当社グループは、経済動向や業界環境の推移等を総合的に判断し、事業推進にあたっては、安易な拡大路線をとる

ことなく採算性を重視する方針をとっております。今後につきましても、資産運用型マンション事業をコア業務と

して経営資源を集中させていく方針でありますが、事業環境等の変化に対応し、周辺事業の拡充はもちろんのこと、

新規事業への進出も視野にグループの総合力を高め、長期的、安定的に企業価値の拡大を図ってまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,861,000

計 36,861,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 16,098,250 16,098,250東京証券取引所市場第二部
 単元株式数

 100株

計 16,098,250 16,098,250 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　  該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日　
－ 16,098,250 － 1,858,970 － 2,345,801

　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
 普通株式　　 535,400　　　

　　　　　
－ －

完全議決権株式（その他）  普通株式  15,562,100　 155,621 －

単元未満株式  普通株式　　     750 －
一単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 16,098,250 － －

総株主の議決権 － 155,621 －

　

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社エフ・

ジェー・ネクスト

東京都新宿区西新

宿六丁目５番１号
535,400 － 535,400 3.32

計 － 535,400 － 535,400 3.32

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 380 370 364 362 358 344 333 338 406

最低（円） 325 320 330 330 320 314 306 313 325

　（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,013,201 8,751,069

受取手形及び営業未収入金 400,854 452,583

有価証券 5,601 5,598

販売用不動産 4,358,733 6,765,375

仕掛販売用不動産 ※
 12,376,354

※
 9,249,030

未成工事支出金 10,547 207

原材料及び貯蔵品 12,769 18,471

前渡金 67,888 19,190

繰延税金資産 297,589 277,761

その他 246,556 210,057

貸倒引当金 △1,906 △2,415

流動資産合計 25,788,189 25,746,929

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 826,294 819,507

減価償却累計額 △270,007 △229,563

建物及び構築物（純額） ※
 556,286

※
 589,943

土地 ※
 389,857

※
 389,857

建設仮勘定 － 2,519

その他 229,118 222,135

減価償却累計額 △181,902 △169,489

その他（純額） 47,215 52,646

有形固定資産合計 993,359 1,034,967

無形固定資産 10,032 10,500

投資その他の資産

投資有価証券 130,614 142,991

繰延税金資産 10,954 10,286

その他 778,432 636,083

貸倒引当金 △11,172 △12,115

投資その他の資産合計 908,827 777,245

固定資産合計 1,912,219 1,822,713

資産合計 27,700,408 27,569,643
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 375,316 520,967

1年内返済予定の長期借入金 ※
 2,735,000

※
 3,955,000

未払金 196,698 185,502

未払法人税等 327,529 83,983

未払消費税等 59,329 223,103

預り金 1,128,466 1,155,659

賞与引当金 135,913 99,055

その他 301,337 220,099

流動負債合計 5,259,590 6,443,371

固定負債

長期借入金 ※
 4,581,900

※
 2,930,000

退職給付引当金 199,051 172,499

役員退職慰労引当金 581,080 564,870

長期預り敷金保証金 1,611,872 1,694,906

長期預り金 114,777 131,443

その他 15,309 22,963

固定負債合計 7,103,989 5,516,682

負債合計 12,363,580 11,960,053

純資産の部

株主資本

資本金 1,858,970 1,858,970

資本剰余金 2,345,801 2,345,801

利益剰余金 11,393,506 11,657,817

自己株式 △232,351 △232,351

株主資本合計 15,365,927 15,630,238

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △29,099 △20,648

評価・換算差額等合計 △29,099 △20,648

純資産合計 15,336,828 15,609,589

負債純資産合計 27,700,408 27,569,643
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 18,782,800 16,583,139

売上原価 15,608,955 12,706,969

売上総利益 3,173,845 3,876,170

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 354,288 230,028

給料手当及び賞与 1,248,795 1,343,186

賞与引当金繰入額 109,359 135,317

退職給付費用 30,348 33,643

役員退職慰労引当金繰入額 13,380 16,210

その他 1,759,914 1,655,885

販売費及び一般管理費合計 3,516,085 3,414,270

営業利益又は営業損失（△） △342,239 461,899

営業外収益

受取利息 3,134 2,506

受取配当金 3,413 4,077

違約金収入 660 570

その他 5,914 10,786

営業外収益合計 13,122 17,941

営業外費用

支払利息 91,303 108,602

その他 17,533 13,015

営業外費用合計 108,836 121,617

経常利益又は経常損失（△） △437,953 358,222

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 361,800 －

受取和解金 40,000 －

関係会社清算益 6,174 －

特別利益合計 407,974 －

特別損失

固定資産除却損 24,036 33

事務所移転費用 22,343 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,933

特別損失合計 46,380 3,966

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△76,360 354,256

法人税、住民税及び事業税 161,768 483,434

法人税等調整額 △52,749 △20,496

法人税等合計 109,019 462,938

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △108,682

四半期純損失（△） △185,379 △108,682

EDINET提出書類

株式会社エフ・ジェー・ネクスト(E04032)

四半期報告書

14/24



【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 6,133,003 5,744,817

売上原価 5,202,003 4,113,342

売上総利益 930,999 1,631,475

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 97,875 74,465

給料手当及び賞与 341,398 419,997

賞与引当金繰入額 109,359 135,317

退職給付費用 10,276 11,635

役員退職慰労引当金繰入額 6,540 6,300

その他 527,588 532,836

販売費及び一般管理費合計 1,093,037 1,180,551

営業利益又は営業損失（△） △162,037 450,923

営業外収益

受取利息 707 387

受取配当金 1,065 1,185

違約金収入 30 20

その他 3,282 5,149

営業外収益合計 5,085 6,741

営業外費用

支払利息 29,448 39,517

その他 1,401 4,596

営業外費用合計 30,850 44,114

経常利益又は経常損失（△） △187,802 413,550

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 6,100 －

受取和解金 40,000 －

関係会社清算益 13,474 －

特別利益合計 59,574 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△128,227 413,550

法人税、住民税及び事業税 △59,543 182,339

法人税等調整額 32,398 10,080

法人税等合計 △27,145 192,419

少数株主損益調整前四半期純利益 － 221,130

四半期純利益又は四半期純損失（△） △101,082 221,130
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△76,360 354,256

減価償却費 146,940 87,862

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,933

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,178 △771

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,480 36,858

退職給付引当金の増減額（△は減少） 16,097 26,552

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △348,420 16,210

受取利息及び受取配当金 △6,548 △6,584

支払利息 91,303 108,602

関係会社清算損益（△は益） △6,174 －

固定資産除却損 24,036 33

売上債権の増減額（△は増加） △464,881 51,729

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,544,290 △758,606

仕入債務の増減額（△は減少） 85,555 △145,651

前渡金の増減額（△は増加） △182 △48,698

前受金の増減額（△は減少） △180,476 74,677

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △96,959 △83,034

未払消費税等の増減額（△は減少） 18,736 △184,306

その他 △60,631 △288,285

小計 4,702,627 △755,225

利息及び配当金の受取額 6,568 6,605

利息の支払額 △86,846 △102,166

法人税等の支払額 △357,189 △178,342

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,265,160 △1,029,128

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △29,438 △12,681

投資有価証券の取得による支出 △11,454 △2,914

投資有価証券の売却及び償還による収入 20,148 －

定期預金の増減額（△は増加） △43,104 △37,619

その他 45,105 △783

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,742 △53,998

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,406,243 －

長期借入れによる収入 2,899,500 3,516,900

長期借入金の返済による支出 △2,943,190 △3,085,000

リース債務の返済による支出 △7,290 △7,290

配当金の支払額 △153,873 △148,466

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,611,096 276,143

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,635,320 △806,983

現金及び現金同等物の期首残高 5,056,951 8,598,207

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,692,272

※
 7,791,223

EDINET提出書類

株式会社エフ・ジェー・ネクスト(E04032)

四半期報告書

16/24



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

  会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　固定資産の減価償却費の算定方法 減価償却費の算出は、年間償却予定額を期間按分する方法によっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　担保に供している資産と担保付債務は次のとおりであ

ります。

※　担保に供している資産と担保付債務は次のとおりであ

ります。

ア．担保に供している資産 ア．担保に供している資産

仕掛販売用不動産 11,747,106千円

建物及び構築物 393,459 

土地 261,608 

合計 12,402,174 

仕掛販売用不動産 8,250,637千円

建物及び構築物　 410,057 

土地 257,018 

合計 8,917,712 

イ. 担保資産に対応する債務 イ. 担保資産に対応する債務

1年内返済予定の長期借入金 2,735,000千円

長期借入金 4,581,900 

合計 7,316,900 

1年内返済予定の長期借入金 3,955,000千円

長期借入金 2,930,000 

合計 6,885,000 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定  6,845,103千円

有価証券勘定        5,596千円

預入期間が３か月を超える定期

預金
     △158,427千円

現金及び現金同等物      6,692,272千円

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定  8,013,201千円

有価証券勘定        5,601千円

預入期間が３か月を超える定期

預金
     △227,579千円

現金及び現金同等物      7,791,223千円

　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 16,098千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 535千株

３．配当に関する事項

　配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月24日

定時株主総会
普通株式 77,814 ５  平成22年３月31日 平成22年６月25日利益剰余金

平成22年11月４日

取締役会 
普通株式 77,814 ５  平成22年９月30日 平成22年12月８日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
不動産販売事業

（千円）

不動産賃貸・

建物管理事業

（千円）

その他事業

（千円）

計

（千円）

消去又は全社

（千円）

連結

（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 5,053,058317,053762,8906,133,003 － 6,133,003

(2）

 

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 55,058719,508774,567(774,567) －

 計 5,053,058372,1121,482,3996,907,571 (774,567)6,133,003

 営業利益又は営業損失(△) △328,428113,44059,288△155,699(6,337)△162,037

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
不動産販売事業

（千円）

不動産賃貸・

建物管理事業

（千円）

その他事業

（千円）

計

（千円）

消去又は全社

（千円）

連結

（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 16,626,110946,7861,209,90318,782,800－ 18,782,800

(2）

 

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 170,082735,705905,787(905,787) －

 計 16,626,1101,116,8691,945,60819,688,588 (905,787)18,782,800

 営業利益又は営業損失(△) △728,751376,077 865 △351,8089,568△342,239

　（注）１．事業区分の方法及び各区分の主な内容

事業区分は事業内容を勘案して次のとおり分類しております。

不動産販売事業…………………不動産の販売、仲介

不動産賃貸・建物管理事業……不動産の賃貸管理、建物管理

その他事業………………………建築物の設計、施工、請負、不動産のリノベーション、旅館事業

２．すべての営業費用は各セグメントに配分されているため、配分不能営業費用はありません。

３．会計処理方法の変更

　　前第３四半期連結累計期間　

　　（工事契約に関する会計基準及び工事契約に関する会計基準の適用指針）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。この

変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間のその他事業の売上高は99,312

千円増加し、営業利益は12,966千円増加しております。　

　

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）　

　本邦以外の国又は地域に所在する支店及び連結子会社がないため該当事項はありません。　

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。　
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社及び株式会社エフ・ジェー不動産販売が「不動産開発事業」、株式会社エフ・ジェー・コミュニティが

「不動産管理事業」、株式会社レジテックコーポレーションが「建設事業」、当社及びＦＪリゾートマネジメン

ト株式会社が「旅館事業」を行っており、この４つを報告セグメントとしております。

　「不動産開発事業」は、主に首都圏におけるワンルームマンション及びファミリーマンションの開発・販売・

仲介・賃貸、並びに伊豆地域における不動産事業を行っております。「不動産管理事業」は、主にマンション区分

所有者から賃貸管理、及び管理組合から建物管理の請負業務を行っております。「建設事業」は、マンション等建

築物の設計・施工・検査・リノベーションを行っております。「旅館事業」は、静岡県伊東市の温泉旅館「伊東

遊季亭」の運営を行っております。　

 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額

（注）１　

四半期連結

損益計算書

計上額　

（注）２　

不動産

開発事業

不動産

管理事業
建設事業　 旅館事業 計

売上高   　     

外部顧客への売上高
15,163,532

　
991,666　 196,593　 231,346　

16,583,139

　
－　

16,583,139

　

セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,390　 168,985　 857,398　 4,429　 1,033,203　

△1,033,203

　
－　

計
15,165,923

　
1,160,652　 1,053,992　 235,775　

17,616,343

　

△1,033,203

　

16,583,139

　

セグメント利益

又はセグメント損失（△）
133,578371,815　 △41,387△29,784434,22127,677　 461,899

　　　　（注）１. セグメント利益又はセグメント損失の調整額27,677千円には、セグメント間取引消去16,680千円、

　　　　　　セグメント間たな卸資産及び固定資産の調整額10,997千円が含まれております。

　　　　２. セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額

（注）１　

四半期連結

損益計算書

計上額　

（注）２　

不動産

開発事業

不動産

管理事業
建設事業　 旅館事業 計

売上高   　     

外部顧客への売上高 5,211,461　 346,620　 107,075　 79,660　 5,744,817　 －　 5,744,817　

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,593　 51,640　 399,826　 1,397　 454,457　 △454,457　 －　

計 5,213,055　 398,260　 506,901　 81,057　 6,199,275　 △454,457　 5,744,817　

セグメント利益

又はセグメント損失（△）
343,207118,764　 △1,814△4,517455,639△4,716　 450,923

（注）１. セグメント利益又はセグメント損失の調整額△4,716千円には、セグメント間取引消去5,340千円、

　　　　　　セグメント間たな卸資産及び固定資産の調整額△10,056千円が含まれております。

　　　　２. セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

３月21日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 985.48円 １株当たり純資産額 1,003.00円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 11.91円 １株当たり四半期純損失金額 6.98円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（千円） △185,379 △108,682

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △185,379 △108,682

期中平均株式数（株） 15,562,850 15,562,850

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 6.50円 １株当たり四半期純利益金額 14.21円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
  

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △101,082 221,130

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△101,082 221,130

期中平均株式数（株） 15,562,850 15,562,850

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

　

２【その他】

　　平成22年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(イ）中間配当による配当金の総額……………………77,814千円

　(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

　(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月８日

　 　（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

株式会社エフ・ジェー・ネクスト

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 向川　政序　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　栄司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 湯浅　　敦　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エフ・

ジェー・ネクストの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10

月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エフ・ジェー・ネクスト及び連結子会社の平成21年12月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月９日

株式会社エフ・ジェー・ネクスト

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 向川　政序　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　栄司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 湯浅　　敦　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エフ・

ジェー・ネクストの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10

月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エフ・ジェー・ネクスト及び連結子会社の平成22年12月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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